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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

206 地 域 福 祉 推 進 費 1,521,360 1,410,492 福祉の充実［「平成27年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

健 康 福 祉 部 国 363,221 １ 福祉・介護サービスの人材の育成と定着 38,075千円

企 画 管 理 室 使 8,383
事 業 名 金 額 内 容

地 域 福 祉 課 財 12,027

寄 1,000 千円 福祉・介護従事者の確保・定着に向けた協議会の設置

繰 98,040 福祉・介護人材確保 人材育成等に取り組む福祉・介護事業所の認証制度の導入に向けた就労

諸 2,178 協 議 会 運 営 事 業 14,079 環境等実態調査の実施

㊀ 925,643 [ 地 域 医 療 介 護 ] 福祉・介護職への参入を促進するため、県内事業所の先駆的な取組をホ

翌年度へ繰越 ームページで動画により紹介

2,100

福祉・介護従事者の定着促進や参入促進など総合的な福祉人材確保策を

実施

福 祉 ・ 介 護 人 材 福祉介護人材マッチング機能強化事業 相談延べ人数 1,392名

参 入 促 進 事 業 19,576 出張相談等による求職者ニーズ把握及び事業所訪問による求人ニー

[ 地 域 医 療 介 護 ] ズ把握を行い、それぞれのニーズに対応したマッチングを実施

介護のお仕事チャレンジ事業 参加者数 140名

高校生や大学生等を対象とした職場見学ツアーや職場体験の実施

福祉・介護従事者の定着促進に向け、入職者の定着状況の把握及び離職
福 祉 ・ 介 護 人 材

者の離職理由等を調査し、具体的な課題を把握するとともに、専門家を
定 着 支 援 事 業 4,420

事業所に派遣し、就労環境の改善を支援
[ 地 域 医 療 介 護 ]

派遣事業所数 23事業所

２ 県民誰もが地域で安心して暮らすための施策の充実 154,326千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 市町村における地域福祉を推進するため、支え合いの体制づくり、人材
新 た な 地 域 の

育成を支援
絆 づ く り 事 業 749

地域福祉推進モデル事業の実施（H25～H27） 奈良市平城西地区
[ 長 寿 社 会 ]

奈良県域地域福祉計画の策定

民生委員・児童委員に対して、活動を円滑に実施するため研修等を実施

民生委員活動への負担金、民生委員研修会開催事業への補助
民生児童委員活動費 150,270

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

研修受講者数（名） 1,228 1,280 1,280



障害者、高齢者、妊産婦等移動に配慮が必要な方を対象に、車いす駐車

場等の利用証を交付し、当該駐車区画の利用を促進

パーキングパーミット 利用証発行枚数 775枚
3,307

推 進 事 業 設置駐車区画数

車いす優先駐車区画 714区画

ゆずりあい駐車区画 604区画

（住みよい福祉のまちづくり基金活用事業）

３ 生活・就労・住宅等の支援

事 業 名 金 額 内 容

千円 生活困窮者に対する就労その他自立に向けた相談支援を実施

中和・吉野生活自立サポートセンターの開設

支援員の配置 ７名 新規相談支援件数 321件

離職により住居を失った生活困窮者に対し家賃相当額を有期で給付

住居確保給付金支給実績 延べ15件 393千円

生活保護世帯等の子どもの学習支援を実施
生 活 困 窮 者 自 立

56,468 はばたき教室運営 参加者数 中学生25名
支 援 対 策 事 業

生活保護世帯等の中学生に対する生活面、学習面の支援を実施

就学支援員の配置 １名

中間的就労事業所認定を推進

認定事業所数 12事業所

生活保護受給者に対し、自立に向けた支援を実施

被保護者就労支援員の配置 ３名

208 保 険 事 業 費 31,213,675 30,868,391 【国民健康保険事業に関する参考指標】
(平成28年３月31日現在)

(保 険 指 導 課) 国 303,833
保険者数 保 険 給 付 状 況

負 67,000
総 市 組 被 保 険 保険料（税）

財 4,045 世 帯 数 加入割合 加入割合 その他の
町 者 数 給 付 額 計 調 定 額

㊀ 30,493,513 給 付 額
数 村 合

世帯 ％ 名 ％ 千円 千円 千円 千円

41 39 2 209,356 35.83 359,373 26.43 95,220,819 568,084 95,788,903 36,375,532

「国民健康保険事業状況報告」



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

福祉の充実［「平成27年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

１ 国民健康保険対策 13,175,858千円

事 業 名 金 額 内 容

国 民 健 康 保 険 千円 市町村国保財政の安定化を図るため、普通調整交付金及び特別調整交付金を
7,242,190

財 政 調 整 交 付 金 交付

国保の基盤安定を図るための軽減保険料（税）に対する負担金
国 民 健 康 保 険

4,883,940 保険基盤安定化事業 4,167,737千円
基 盤 安 定 化 事 業

保険者支援事業 716,203千円

国 民 健 康 保 険 国保運営安定化を図るための高額医療費共同事業への拠出に対する負担

高額医療費共同事業 888,589 金

財 政 助 成 事 業 対象医療費 80万円超

国 民 健 康 保 険
市町村国保が生活習慣病対策のための特定健康診査等を実施する費用に

特定健康診査・特定 159,290
対する負担金

保健指導負担金事業

奈良県市町村国民健康 国民健康保険広域化等支援方針に基づき、運営の県単位化に向けた環境
1,849

保険のあり方検討事業 整備及び保険者機能を発揮した共同事業の展開等を検討

【後期高齢者医療制度に関する参考指標】
(平成28年３月31日現在)

被保険者数 保険給付状況
保険料調定額

65～74歳 75歳以上 療養給付費 療養費等 計
名 名 名 千円 千円 千円 千円

184,463 4,097 180,366 146,019,374 9,033,286 155,052,660 12,884,741

「後期高齢者医療事業状況報告」

２ 後期高齢者医療対策 15,265,766千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく後期高齢者（75歳以上及び65

後 期 高 齢 者 医 療 歳以上の政令で定める障害のある者）の医療費等の給付に対する負担金
12,883,770

給 付 事 業 定率公費負担 12,170,467千円

80万円超の高額医療費の公費負担 713,303千円

後期高齢者医療保険
2,178,657 低所得者に対する保険料の軽減分を公費負担

基 盤 安 定 化 事 業



後期高齢者医療財政 保険料の収納リスクや見込み以上の医療給付費の増加に対応するための
203,339

安 定 化 基 金 事 業 基金の積立て

３ 福祉医療対策 2,120,764千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 対象 １歳以上の心身障害者で後期高齢者医療制度非加入者
心 身 障 害 者

657,358 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度
医 療 費 助 成 事 業

受給者数（名） 11,099 11,107 11,113

対象 後期高齢者医療制度に加入の心身障害者又はひとり親家庭の親等
重度心身障害老人

444,257 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度
等 医 療 費助 成 事 業

受給者数（名） 11,769 11,589 11,591

対象 ０歳～就学前の者（入通院）、小学生・中学生（入院）

子ども医療費助成事業 717,841 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

受給者数（名） 61,718 146,246 146,939

対象 ひとり親家庭の親等と18歳到達後最初の３月31日までの児童
ひ と り 親 家 庭 等

301,308 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度
医 療 費 助 成 事 業

受給者数（名） 28,922 28,700 28,133

208 健 康 づ く り 推 進 費 181,070 161,258 健康づくりの推進［「平成27年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 91,798千円

(健康づくり推進課) 国 29,878
事 業 名 金 額 内 容

手 119

諸 9,287 千円 なら健康長寿基本計画の目標である「平成34年度までに県民の健康寿命

㊀ 121,974 日本一達成」のための取組を推進

なら健康長寿基本計画 健康寿命日本一を目指し、健康づくりの大切さや実践方法を広め、楽
17,974

推 進 事 業 しみながら学ぶ健康イベント「おでかけ健康フェスタ2015」を開催

開催日 平成27年11月７日 来場者数 約4,100名

奈良県健康長寿文化づくり推進会議の開催 １回



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 誰でも気軽に、健康づくりを開始し、実践できる拠点「奈良県健康ステ

ーション」の運営

健康 ステ ーショ ン 健康ステーションを市町村に普及させるための研修会の開催
23,102

設 置 促 進 事 業 開催日 平成27年８月３日 参加者数 20市町村31名

アドバイザー派遣の実施

アドバイザー派遣先 大和高田市、天理市

インターネットを利用した個別禁煙支援「禁煙マラソン」の実施

未成年者禁煙支援相談窓口の運営

市町村でのＣＯＰＤスクリーニング及び保健所での予防講演会の実施
たばこ対策推進事業 757

奈良県たばこ対策推進委員会の開催 ２回

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

成人喫煙率（％） 15.0 14.0 14.6

市町村の食育推進計画策定の支援

食育推進計画策定 29市町村

減塩ツール(紙芝居・リーフレット・歌)を活用した適塩イベントの実施

子育て世代を対象に親子で楽しめる健康講座を開催 ５講座

食 育 推 進 事 業 5,759 開催日 平成27年11月７日、12月５日・19日、平成28年１月16日・30日

参加者数 278名

栄養士養成大学と協働し、地域栄養カレッジを開講 ４講座

参加者数 92名

食育作文コンテストの実施 応募 1,024作品

なら歯と口腔の健康づくり計画に基づく施策の推進

モデル産科医療機関へ歯科衛生士等を派遣して、歯科口腔保健指導を

実施 ２施設

口腔機能の維持向上や口腔ケアについての普及啓発や職員等を対象と
歯科 保健 推進事 業 1,713

した研修会を実施

高齢者入所施設 ８施設 障害者支援施設 ３施設

奈良県歯と口腔の健康づくり検討委員会の開催 １回

開催日 平成28年３月14日



山間部の高齢者等を対象に、スマートフォンを活用した健康づくりや病
「スマホ」を活用した

気予防となる効果的な取組を検討
健 康 づ く り 7,128

デモ版アプリ及びデモ機20台の製作
取 組 検 討 事 業

モニターによる試用 五條市、下市町、川上村、東吉野村

「スマホ」を活用した 山間部の高齢者等を対象に、スマートフォンを活用した健康づくりをは

生活 支援 サービ ス 7,999 じめとする生活支援サービスを提供するための環境整備

提 供 事 業 実用版アプリ及び普及機70台の製作

がん検診受診率向上に効果的な取組を県とモデル市町が協働で実施

モデル市町 天理市、桜井市、五條市、御所市、葛城市、川西町、
健康寿命を延長する

22,865 王寺町、広陵町、下市町
取組推進モデル事業

市町村における禁煙支援リーフーレットの活用及び効果検証

減塩教室実施マニュアルを活用した講座の開催 ３講座 17回

「がん検診を受けよう！」奈良県民会議総会、啓発活動、トークショー

開催日 平成27年10月10日

会員団体数 116団体 参加者数 約500名

がん予防推進員の養成 177名
が ん 検 診 推 進 事 業 4,501

がん検診従事者研修会の開催 ７回

がん予防対策推進委員会の開催 ４回

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

市町村がん検診受診率（％） 14.4 14.6 15.3

210 障 害 福 祉 対 策 費 7,988,499 7,760,062 【障害者（児）福祉施策に関する参考指標】

(障 害 福 祉 課) 国 475,385 身体障害者手帳交付状況 (平成28年３月31日現在)

負 541 区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 計

繰 84,530 名 名 名 名 名 名 名

視 覚 1,679( 15) 1,435( 6) 350( 3) 447( 5) 701( 5) 500( 0) 5,112( 34)
越 2,931

聴 覚 平 衡 機 能 536( 6) 1,399( 92) 851( 27) 1,281( 14) 31( 0) 2,210( 63) 6,308( 202)
諸 106,978

言語そしゃく機能 25( 0) 36( 0) 399( 1) 220( 12) － － 680( 13)
起 35,200

肢 体 不 自 由 6,165(296) 6,488(122) 7,850( 66) 11,368( 37) 3,824( 27) 1,778( 16) 37,473( 564)
㊀ 7,054,497

内 部 機 能 10,564(132) 290( 29) 3,155( 78) 4,606( 42) － － 18,615( 281)
前年度繰越分 前年度繰越分

計 18,969(449) 9,648(249) 12,605(175) 17,922(110) 4,556( 32) 4,488( 79) 68,188(1,094)
22,000 20,867

（注）( )内は、18歳未満児で内数 「障害福祉課調べ」
当該年度分 当該年度分

7,966,499 7,739,195

翌年度へ繰越

95,759



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

療育手帳交付状況 (平成28年３月31日現在)

区 分 Ａ（重度） Ｂ（中軽度） 計

18 歳 未 満 923名 2,436名 3,359名

18 歳 以 上 4,181名 3,870名 8,051名

計 5,104名 6,306名 11,410名

「障害福祉課調べ」

障害者（児）福祉施設の状況 (平成28年３月31日現在)

区 分 障害者支援施設 障害児施設 計

施 設 数 31カ所 9カ所 40カ所

定 員 1,675名 542名 2,217名

利 用 人 員 1,363名 152名 1,515名

「障害福祉課調べ」

福祉の充実［「平成27年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

１ 地域で安心してくらし、働ける体制の整備

事 業 名 金 額 内 容

千円 総合相談支援体制整備事業

各圏域に圏域マネージャーを配置して、圏域内の相談支援事業所及び
障 害 者 相 談 支 援

19,584 地域自立支援協議会への助言指導を実施
体 制 整 備 事 業

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

地域自立支援協議会設置市町村割合（％） 98 98 98

２ 地域生活基盤の整備 6,126,713千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 居宅介護、行動援護、同行援護、重度訪問介護、

重度障害者等包括支援、短期入所、療養介護、生活介護、

施設入所支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型、自立訓練、就労移行支援、

障 害 者 自 立 支 援 共同生活援助、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援
5,143,796

給 付 事 業 上記の事業について市町村が指定事業所に給付する費用の県負担

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

障害者自立支援給付事業指定事業者数

（事業者） 1,864 1,947 2,098



障害者の自立と社会参加促進を目的とする市町村事業に対し補助
市 町 村 地 域 生 活

258,803 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度
支 援 事 業

市町村実施事業数（事業） 39 39 39

障害者グループホームの整備に対し補助
障害者グループホーム

32,925 補助先 （福）なら桜桃会（施設整備）
等 整 備 事 業

（ＮＰＯ）八木一男福祉会（大規模修繕）

障害福祉サービス事業所の整備に対し補助

補助先 （ＮＰＯ）団栗会（施設整備）
障 害 者 福 祉 施 設

145,309 （福）五條市あすなろ福祉会（施設整備）
整 備 事 業

（ＮＰＯ）吉野コスモス会（施設整備）

（福）万葉荘園（大規模修繕）

18歳以上の身体障害者手帳所持者が障害の程度を軽減もしくは改善する

障害者医療給付事業 482,288 医療を受けた場合に市町村が行う医療給付に対する県負担

負担区分 国1／2直接 県1／4 市町村1／4

発達障害者支援センター運営事業

発達障害者支援センターの運営 設置場所 仔鹿園

発達障害者地域支援マネージャーの設置

理解を促進するための研修会開催
発達障害者支援事業 27,526

家族支援体制の整備

ペアレントメンターの養成

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

相談件数（件） 3,106 3,346 3,332

病気や事故により脳に障害を受け、日常生活に大きな支障のある高次脳

機能障害者への支援

高 次 脳 機 能 障 害 高次脳機能障害支援センターの運営
10,288

支 援 事 業 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

高次脳機能障害支援センターの相談件数

（件） 2,963 3,234 2,942

重症心身障害児（者）ケアの充実に向けた支援

在宅重症心身障害児（者）支援のための医療ネットワーク構築会議の

運営
重症心身障害児・者

4,216 保護者の介護負担を軽減するため、地域医療機関の体制を整備
医療ケア推進事業

障害者支援施設職員に対する研修の実施

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

医療ネットワーク構築会議参画数（機関） 22 22 22



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 障害児が身近な地域で質の高い療育を受けられる体制づくりを目指し、

障害児地域療育体制 地域療育機関の連携強化と専門的・広域的な指導・支援を実施
15,406

整 備 事 業 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

地域療育機関への指導・支援件数（件） 144 102 47

一般の歯科医院での診察が困難な障害のある人の診療を行うため、診療
心身障害者歯科衛生

機器の更新、整備を実施
診療所設備整備事業 6,156

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度
[ 地 域 医 療 介 護 ]

歯科衛生診療所診療件数（件） 2,531 2,391 2,381

３ 障害者の就労と社会参加促進 65,757千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 障害のある人とない人の交流を図る障害者芸術祭、障害者スポーツフェ

スティバルを開催

障害者スポーツボランティア人材養成のための講座を開催
障害者スポーツ・

11,716
ア ー ト 交 流 事 業 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

障害者芸術祭参加者数（名） 1,336 922 1,928

障害者スポーツフェスティバル参加者数

（名） 431 399 287

平成29年度に奈良県で開催する全国障害者芸術・文化祭の開催準備
全国障害者芸術・

453 障害者芸術・文化祭の企画検討及び運営を行う第17回全国障害者芸術
文化祭開催準備事業

・文化祭企画運営委員会を設置

障害のある人とない人が共に理解しあい、支えあう地域社会を構築する

支え あい 県民参 加 ための県民参加型の運動として、まほろば「あいサポート運動」を推進
1,301

推 進 事 業 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

まほろば「あいサポーター」登録者数(名) 2,951 5,629 11,634

企業との連携強化や地域での障害者就労への取組強化により、就労に向

けた一体的な支援体制を構築

障害者就業・生活支援センターの運営 ５圏域に各１カ所

就労連携コーディネーターの配置
な ら 障 害 者

31,420 奈良県障害者政策推進トップフォーラムの開催 平成27年９月９日
「はたらく」推進事業

障害者はたらく応援団ならの運営

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

「障害者はたらく応援団なら」登録企業数

（企業） 20 41 42



障害者就労施設において生産される授産商品等の認知度を高めるととも

に、消費喚起を図るため、授産商品等の購入を対象としたプレミアム商

品券を発行
授産商品消費拡大事業 20,867

発行総額 30百万円（プレミアム分15百万円）

利用期間 平成27年５月23日～平成28年２月７日

授産商品販売会「はたらく障害者応援フェア」を開催 ５回延べ10日間

４ 施設訓練等の支援

事 業 名 金 額 内 容

千円 障害児支援のための施設訓練給付等負担金

障害児施設運営費 372,739 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

障害児施設数（施設） 11 10 9

220 長 寿 社 会 対 策 費 20,089,206 19,472,164 【高齢者福祉対策に関する参考指標】

(長 寿 社 会 課) 国 1,879,653 高齢者の現況 (平成27年10月１日現在)

手 10,372 県 人 口 高 齢 者 人 口（県人口に占める割合）

財 4,938 65歳以上 390,296名 （28.09％）
1,389,379名

繰 664,551 75歳以上 180,544名 （12.99％）

越 53,500 「統計課調べ」

諸 280,250 要介護（要支援）認定者数 (平成28年３月31日現在)

起 171,000 区 分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

㊀ 16,407,900 第１号被保険者 9,716名 12,058名 11,533名 12,915名 9,324名 7,937名 5,628名 69,111名

前年度繰越分 前年度繰越分 第２号被保険者 129名 224名 171名 329名 220名 207名 158名 1,438名

160,500 160,500 総 数 9,845名 12,282名 11,704名 13,244名 9,544名 8,144名 5,786名 70,549名

当該年度分 当該年度分 「長寿社会課調べ」

19,928,706 19,311,664 入所施設及び通所・利用施設の現況 (平成28年３月31日現在)

翌年度へ繰越 介 護 老 人 高 齢 者
介 護 老 人 介護療養型 養 護 軽 費 有 料

346,428 区 分 福 祉 施 設 ケアハウス 生 活 福 祉
保 健 施 設 医 療 施 設 老人ホーム 老人ホーム 老人ホーム

（特 養） セ ン タ ー

施 設 数 97カ所 52カ所 7カ所 12カ所 6カ所 34カ所 81カ所 2カ所

定 員 6,826名 4,665名 723名 850名 320名 1,163名 4,148名 30名

「長寿社会課調べ」



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

指定介護サービス事業所の現況 (平成28年３月31日現在)

居 宅 サ ー ビ ス
居宅介護

区 分 訪問 訪問 訪問 通所 通所 短期 短期 特定 福祉 福祉 計
用具 用具 小計 支 援

介護 入浴 看護 介護 リハ 生活 療養 施設 貸与 販売

カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所

事 業 所 数 549 32 114 254 84 118 62 55 148 166 1,582 585 2,167

地域密着型サービス（市町村指定）

区 分 定 期 巡 回 夜間対応 認知症対応 小 規 模 グループ 小 規 模 複 合 型
随 時 対 応 計
訪問介護看護 訪問介護 通 所 介 護 多 機 能 ホ ー ム 特 養 サービス

カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所

事 業 所 数 17 0 40 38 253 6 1 355

「長寿社会課調べ」

５ 介護保険制度の着実な運営・介護人材の確保 15,882,084千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 介護保険制度の保険者である市町村へ介護給付及び予防給付に対する負
介護給付費負担金 14,456,236

担金

低所得者介護保険料 低所得者の介護保険料の負担軽減強化を図る経費を負担
61,763

軽 減 強 化 負 担 金 軽減対象者数 78,129名

介護職員等によるたん 適切にたん吸引等の医療的ケアを行うことができる介護職員等を養成

吸引等実施支援事業 4,216 指導者養成講習への参加者数 45名

[ 地 域 医 療 介 護 ] 施設等職員の研修受講者数 81名

介護人材確保対策 市町村及び民間団体が実施する多様な人材の参入促進、資質向上、労働

推 進 補 助 事 業 26,739 環境・処遇改善などの介護人材確保に向けた取組に対し補助

[ 地 域 医 療 介 護 ] 補助件数 28件

５施設 橿原市 50名 バンデ（絆） （○25～○27）

葛城市 50名 大和葛城苑 （○26～○28）

高取町 50名 たかとり （○26～○28）
特 別 養 護 老 人

256,500 吉野町 40名 柳光 （○26～○27）
ホ ー ム の 整 備

下市町 40名 北野しもいち彩の里 （○25～○27）

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

特養入所定員（床） 6,187 6,525 6,826



小規模多機能型居宅介護事業所をはじめとした地域密着型サービス施設

等の整備に要する経費に対し補助

補助事業所数 12事業所

特別養護老人ホ－ムや地域密着型サービス施設等の円滑な開設のため、

地域密着型サービス 施設等の開設準備に要する経費に対し補助

施設等整備促進事業 533,239 補助事業所数 14事業所

[ 地 域 医 療 介 護 ] 既存の特別養護老人ホームの多床室のプライバシ－保護のための改修に

要する経費に対し補助

改修床数 549床

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

地域密着型施設等整備数（事業所） 18 20 12

軽 費 老 人 ホ ー ム 軽費老人ホームの利用者から徴収すべき利用料のうち減免した額を助成
543,391

運 営 費 助 成 事 業 対象施設 23施設

６ 地域包括ケアシステムの構築 422,076千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 地域包括ケアシステムの構築のため、庁内横断的な検討を実施

「健康長寿まちづくり 健康長寿まちづくり検討会議の開催 ３回
192

検討会議」運営事業 プロジェクトチーム会議の開催 ３回

（一部ふるさと奈良県応援基金活用事業）

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域包括支援センタ

ーが担う本来機能の強化

地域包括支援センター長・市町村担当課長合同会議 １回
地 域 包 括 支 援

地域包括支援センター連絡会 中和 ２回 東和 ２回 南和 ８回
センター機能強化事業 1,217

地域包括支援センター連絡会テーマ別研修
[ 地 域 医 療 介 護 ]

東和 ３回 南和 １回

他府県取組事例調査 １回

地域包括支援センター新任者研修 受講者数 47名

市町村の地域支援事業に要する経費に対し、国の制度と連動し、交付金
地域支援事業交付金 362,102

を交付

地域包括ケアの実現に向けたモデル事業を実施する市町村に対し補助

地域包括ケアシステム構築に向けた全体構想の策定
市町村地域包括ケア

補助先 奈良市、大和高田市、五條市、宇陀市、大淀町
推 進 事 業 43,587

地域包括ケアシステムの５つの構成要素（医療、介護、予防、生活支
[ 地 域 包 括 ケ ア ]

援、住まい）の充実

補助先 奈良市、大和高田市、天理市、宇陀市、十津川村



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 介護保険制度の改正に伴う新しい地域支援事業への早期移行に向け、市

町村を支援

生活支援コーディネー 生活支援コーディネーター養成研修 １回(２日間) 受講者数 63名

タ ー 養 成 事 業 1,015 生活支援コーディネータープレセミナー 1回 受講者数 82名

[ 地 域 医 療 介 護 ] 生活支援コーディネーター指導者（中央）研修 受講者数 ４名

総合事業への移行に向けた市町村担当者研修会 受講者数 95名

小規模市町村担当者向け地域支援事業勉強会 参加者数 10名

在宅療養の環境の充実を図るため、訪問看護サービスの安定的な供給体

制の維持・確保を支援

委託先 奈良県訪問看護ステーション協議会

訪問看護複数ステーション連携支援事業

訪問看護利用円滑化 訪問看護システムの訪問看護ステーションへの初期導入支援

支 援 事 業 1,000 病院と訪問看護ステーション間連携支援事業

[ 医 療 再 生 ] 病院の退院支援、退院調整の看護師対象に、同行訪問看護の体験

実習を実施

実習人数 14人 実施事業所 12事業所

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

訪問看護ステーション数（事業所） 92 105 114

認知症高齢者とその家族の生活実態等を調査し、見守り体制の構築など

新たな認知症施策を検討

新 た な 認 知 症 施 策 認知症の人とその家族の生活実態調査

推 進 事 業 7,175 調査対象 認知症高齢者及びその家族、医療・介護等関係者、地域

[ 地 域 包 括 ケ ア ] 住民等 調査人数 71名

認知症施策検討会議の開催

開催日 平成28年２月16日 参加者数 21名



医療・介護・生活支援、行政・企業等の関係者によるネットワークを活

用し、認知症の人と家族を支える地域づくりを推進

電話相談窓口の設置、介護者の交流会開催等

委託先 （公社）認知症の人と家族の会奈良県支部

認知症サポーター養成数 1,336名 キャラバンメイト養成数 165名

家族のための奈良認知症介護教室 １コース６回
認知症の人と家族に

受講修了者数 19名
やさしい地域づくり 1,648

認知症の普及啓発イベントの開催 参加者数 約300名
推 進 事 業

認知症対応ネットワーク会議の開催 ２回

若年性認知症自立支援ネットワーク会議の開催 ２回

若年性認知症支援者向け相談対応力向上研修 受講者数 89名

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

県が行った認知症サポーター及びキャラバ

ンメイトの養成数（名） 784 1,246 1,501

認知症サポート医を養成し、認知症の本人や家族への支援体制を強化

認知症サポート医養成研修 修了者数 14名

認知症にかかる医療 認知症サポート医フォローアップ研修 受講者数 18名

体制の充実強化事業 1,173 かかりつけ医認知症対応力向上研修 修了者数 74名

[ 地 域 医 療 介 護 ] 病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 修了者数 75名

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

認知症サポート医養成研修修了者数(累計) 13 23 37

認知症の介護技術の向上を図り適切なケアの提供に資するため、介護職

等を対象に、専門性向上研修を実施

認知症介護実践者研修 修了者数 238名

認知症介護実践リーダー研修 修了者数 32名
認 知 症 介護 専 門 職

認知症対応型サービス事業開設者研修 修了者数 ２名
支 援 事 業 2,720

認知症対応型サービス事業管理者研修 修了者数 62名
[一部地域医療介護]

小規模多機能サービス等計画作成担当者研修 修了者数 16名

認知症介護指導者フォローアップ研修 修了者数 １名

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

介護実践者等養成研修修了者数（名） 349 331 351

地域づくりによる住民主体の介護予防を推進するため、市町村による住

民運営の通いの場の充実に向けた取組を県と国が連携して支援
介護 予防 市町村 等

247 モデル市町村 大和高田市、香芝市、天川村
支 援 事 業

地域づくりによる介護予防推進支援研修会 ４回

現地支援の回数 ９回(大和高田市３回 香芝市２回 天川村４回)



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

７ 高齢者の生きがいづくりの推進 30,204千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 健康寿命日本一をめざし、高齢者のスポーツ・文化活動の「励み」や

「発表の場」となるスポーツ文化交流大会を開催

高齢者スポーツ文化 開 催 日 平成27年５月16日～17日

交 流 大 会 開 催 事 業 4,500 会 場 県立橿原公苑ほか

[ 長 寿 社 会 ] 競技種目 17種目（スポーツ 14種目、文化 ３種目）

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

スポーツ文化交流大会参加者総数（名） 2,275 2,285 2,348

高齢者の就労と生きがいづくりのため、高齢者グループがその知識・経

験を活かし、地域の課題解決につながる事業の起業を支援

応募提案数 14件
高齢者生きがいワーク

採 択 事 業 ちょっとしたお困りごと『あいの手』事業
支 援 事 業 2,224

千塚集客施設を活用した農産物等直売所運営及び商品開
[ 長 寿 社 会 ]

発、地域コミュニティの活性化事業

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

生きがいワーク創設支援事業採択件数(件) 2 2 2

シニア地域貢献活動 地域貢献活動を実践するシニアを養成するために必要な知識を提供する

実 践 者 養 成 講 座 講座を開催
1,700

開 催 事 業 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

[ 長 寿 社 会 ] 実践者養成講座修了者数（名） 28 41 52

普及啓発事業 情報誌の発行 年４回 10,000部／回

生きがいづくり健康づくり推進事業

高齢者美術展 平成27年８月28日～９月２日

全国健康福祉祭（山口県）への派遣 平成27年10月17日～20日
長 寿 社 会推 進 事 業

21,780 仲間づくり支援事業
[ 一 部 長 寿 社 会 ]

グループ・人材情報バンク事業

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

シニアグループリーダー人材情報バンク登

録者数（名） 268 261 263



222 子 育 て 支 援 対 策 費 9,167,190 8,669,314 【仕事と子育ての両立支援に関する参考指標】

女 性 活 躍 推 進 課 国 707,557 (各年５月１日調査)

子 育 て 支 援 課 手 3,965 年 度 25年度 26年度 27年度

財 1,915 放課後児童クラブ登録児童数（奈良市含む） 10,710名 11,522名 12,440名

繰 186,728 「厚生労働省調べ」

越 555,237 (平成28年３月１日現在)

諸 155 区 分 施設数 利用定員 利用現員

㊀ 7,213,757 認 可 保 育 所 （ 公 立 ） 68カ所 7,989名 7,102名

前年度繰越分 前年度繰越分 認 可 保 育 所 （ 私 立 ） 74カ所 9,613名 10,669名

648,959 555,237 幼保連携型認定こども園（公立） 9カ所 869名 743名

当該年度分 当該年度分 幼保連携型認定こども園（私立） 5カ所 911名 891名

8,518,231 8,114,077 合 計 156カ所 19,382名 19,405名

翌年度へ繰越 「福祉行政報告例（奈良市除く）」

248,925 こども・女性支援の充実［「平成27年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

１ 仕事と子育ての両立支援 3,932,115千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 保育所等の緊急整備等に要する経費に対し補助

補助先 奈良市、大和郡山市、桜井市、生駒市、王寺町
安 心 子 育 て 支 援

715,639 （安心こども基金活用事業）
対 策 事 業

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

実施保育所等数（カ所） 5 13 8

保育士人材バンクを運営し、潜在保育士の就職を支援

子育て人材としての認定に必要な研修の実施
子 育 て 人 材 確 保

保育士資格を有する者の幼稚園教諭免許状取得の支援
対 策 事 業 41,241

（一部安心こども基金活用事業）
[ 一 部 緊 急 雇 用 ]

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

保育士人材バンク就職決定数（名） － 75 81

民間保育所を利用する乳幼児の保育に係る経費を負担

負担先 奈良市外28市町村
保育所委託費負担金 1,987,526

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

民間保育所月初日平均利用児童数（名） 10,455 10,814 13,389

民間認定こども園を利用する乳幼児の教育・保育に係る経費を負担

負担先 奈良市外18市町村
認 定 こ ど も 園

260,644 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度
施設型給付費負担金

民間認定こども園月初日平均利用児童数

（保育認定子どものみ）（名） － － 1,403



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 障害児をより多く受け入れ、手厚いケアを実施する保育所に対し補助

補助先 大和高田市外16市町

保育を行う上で特に配慮が必要と認められる児童が多数入所している保

育所に対し、入所児童の処遇向上のために保育士を加配する経費を補助
要 支 援 児 保 育

110,314 補助先 大和高田市外12市町
促 進 事 業 費 補 助

家庭支援推進保育に関する研修の実施に必要な経費を補助

補助先 奈良県人権保育研究会

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

障害児保育質向上事業実施施設数（カ所） 41 42 54

子ども又は保護者に身近な相談窓口に支援を行う市町村に対し補助

乳幼児及びその保護者が相互の交流等を行う場所を運営する市町村に対

し補助

子育ての相互援助活動を実施するファミリー・サポート・センターを運

営する市町村に対し補助

家庭において一時的に保育を受けることが困難になった乳幼児の一時預

地域子ども・子育て かりを実施する市町村に対し補助
327,378

支 援 事 業 11時間の開設時間を超えた保育を行う民間保育所に対し補助

補助先 奈良市外22市町村

病児・病後児・体調不良児に対する一時預かりや緊急対応を実施する保

育所等に対し補助

補助先 奈良市外11市町

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

病児・病後児保育事業実施施設数（カ所） 22 22 30

放課後児童クラブ運営費補助

補助先 奈良市外31市町村 補助対象クラブ数 270クラブ
放 課 後 児 童 健 全

409,103 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度
育 成 事 業 費 補 助

放課後児童クラブ数（奈良市含む）

（カ所） 254 268 276

放課後児童クラブ施設整備補助
放 課 後児 童クラ ブ

80,270 補助先 奈良市、御所市、香芝市、高取町
施 設 整 備 費 補 助

補助対象クラブ数 ７クラブ



２ 少子化対策の推進 3,240,944千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 次代の社会を担うこどもが健やかに生まれ、かつ、育成される環境の整

備を図るための施策を展開

奈良県こども・子育て応援県民会議等の運営

県民会議の開催 ２回

地域の子育て支援大学連携
次 世 代 育 成 支 援

10,265 ネットワーク会議の開催 ２回
対 策 推 進 事 業

地域少子化対策強化事業市町村補助

補助先 大和高田市、平群町

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

結婚と子育てを応援する企業・ＮＰＯの数

（件） 775 801 709

早い段階から若者が結婚・子育てを含めた将来のライフデザイン形成を

若者のライフデザイン 行うための支援
3,957

サ ポ ー ト 事 業 若者のライフデザインセミナー 参加者数 117名

幼児とのふれあい体験 参加者数 69名

ＮＰＯやボランティア団体、企業、市町村等様々な主体間の協働による

結婚・子育て支援活動を幅広く支援

スキルアップセミナー ２回

複数団体や地域と連携して実施する結婚・子育て支援活動に対し補助
「地 域の みんな で

補助先 13件
支える結婚・子育て」 4,320

団体が実施する活動の情報や結婚・子育てに関する応援メッセージを
協 働 推 進 事 業

ホームページ等で発信

独身男女や子育て中の親を対象とした結婚・子育てセミナーを開催

なら子育て応援セミナー １回

なら結婚応援セミナー １回

地域での子育て応援及び「なら子育て応援団」制度をＰＲする「子ども
子どもの笑顔あふれる

スマイル・キャンペーン」の実施
「なら子育て応援」 9,970

街頭啓発活動 実施場所 11カ所
プ ロ ジ ェ ク ト 事 業

県公式ＨＰ、新聞広告、タウン誌等での広報を実施



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 市町村が設置する身近な子育て相談窓口と保護者等の交流の場の一体的

な運営や取組の充実を支援

市町 村子 育て家 庭 子育て家庭支援ネットワーク会議の開催 １回
313

支 援 充 実 事 業 市町村子育て支援担当職員研修会の実施 １回

地域子育て支援拠点従事者研修会の実施 ４回

子育て支援プログラムモデル教室見学会 １回

児童手当

対 象 中学校修了までの児童を養育している父母等

児童手当 平成27年２月～平成28年１月分

手当月額 児童１人当たり

３歳未満 15,000円
児 童 手 当 の 給 付 3,212,119

３歳以上小学校修了前 第１・２子 10,000円

第３子以降 15,000円

中学生 10,000円

所得制限世帯（平成24年６月分から） 5,000円

基準額 年収960万円（夫婦・子ども２人）

３ 母子家庭等に対する助成及び自立支援

事 業 名 金 額 内 容

千円 母子家庭等に対する手当の支給

手当月額 全部支給 41,020円

一部支給 41,010円～9,590円

児童扶養手当の給付 1,066,741 ２人目加算 5,000円

３人目以降加算 3,000円

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

受給資格者数（名） 2,229 2,224 2,161



222 児 童 保 護 費 2,022,659 1,868,685 【児童虐待対策に関する参考指標】
(各年３月31日現在)

(こ ど も 家 庭 課) 国 870,756
年 度 25年度 26年度 27年度

負 9,974
児童虐待相談件数（県こども家庭相談センター受付分） 1,392件 1,567件 1,555件

繰 84
「福祉行政報告例」

㊀ 987,871

前年度繰越分 前年度繰越分 【要保護児童に関する参考指標】
(平成28年３月１日現在)

1,875 1,692
区 分 施 設 数 入所定員 入所現員

当該年度分 当該年度分
児 童 養 護 施 設 6カ所 334名 277名

2,020,784 1,866,993
乳 児 院 2カ所 50名 25名

翌年度へ繰越
母 子 生 活 支 援 施 設 3カ所 70世帯 61世帯

129,200
「福祉行政報告例」及び「こども家庭課調べ」

４ 児童虐待対策 28,995千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 虐待対応専門「こども支援課」の運営、家族療法対応職員の配置

一時保護児童の入院時における安全確保対策

虐待対応365日24時間体制の実施（中央こども家庭相談センター）

児童虐待防止支援事業 9,212 児童虐待防止ネットワーク推進事業

市町村等の要請に基づくスーパーアドバイスチームの派遣等

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

児童虐待相談件数（件） 1,392 1,567 1,555

奈良県児童虐待防止アクションプランに基づき、児童虐待防止に向けた

各種の施策を展開

子育て支援プログラム普及のため講座を開催するための指導者を養成

医療関係者向けマニュアルを活用した研修会の開催
児童虐待防止推進事業 3,291

大型ショッピングセンターにおいて児童虐待防止啓発を実施

関係機関の児童虐待対応力向上のための研修会の開催

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

児童虐待相談件数（件） 1,392 1,567 1,555

地域に密着した子育て相談支援体制の充実

児童家庭支援センター 児童家庭支援センターあすか、児童家庭支援センターてんり
16,492

運 営 事 業 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

相談件数（件） 783 781 772

５ 要保護児童への対応

事 業 名 金 額 内 容

千円 児童養護施設等に入所措置した要保護児童等の保護にかかる経費

児 童 養 護 施 設 等 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度
1,696,132

児 童 保 護 措 置 費 児童養護施設等月初日平均入所児童数

（名） 355 348 342



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

224 家 庭 福 祉 対 策 費 234,684 78,703 ６ 母子家庭等に対する助成及び自立支援 27,036千円

(こ ど も 家 庭 課) 国 26,949
事 業 名 金 額 内 容

諸 762

㊀ 50,992 千円 母子家庭の母等の就業を促進するため、就業支援サービスを提供

翌年度へ繰越 就業支援事業、就業支援講習会等事業、就業情報提供事業、
母子家庭の母等の

132,000 18,629 地域生活支援事業、自立支援プログラム策定事業
就 業 支 援 事 業

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

相談件数（件） 2,726 2,270 3,637

奈良県子どもの貧困対策会議の開催 開催回数 ４回
「（仮称）子どもの貧

1,112 経済的困難及び社会生活上の困難を抱える子どもを支援する奈良県計
困対策計画」策定事業

画を策定

ひとり親家庭の子どもに対して心のケア、学習支援、進路相談を実施
子どもの「心と学び」

7,295 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度
サ ポ ー ト 事 業

参加児童・生徒数（名） － 61 68

人材・組織マネジメントと財政マネジメント［「平成27年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

歳入の確保

事 業 名 金 額 内 容

民間債権回収業者等 千円 回収困難な母子寡婦福祉資金等返還未収金債権に係る回収を民間の債権
1,088

への未収金回収委託 回収業者に委託 回収債権額 4,300千円

226 女 性 支 援 対 策 費 78,417 25,529 こども・女性支援の充実［「平成27年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(女 性 活 躍 推 進 課) 国 1,244 １ 男女がともに参画する社会づくり 2,815千円

繰 9,386
事 業 名 金 額 内 容

越 270

㊀ 14,629 千円 女性の活躍促進に関して実態把握と情報交換・共有を図ることを目的に

前年度繰越分 前年度繰越分 女性の活躍促進会議を開催
（仮称）女性の活躍

23,483 1,348 732 開催日 平成27年６月３日、９月８日、11月２日
促 進 会 議 運 営 事 業

当該年度分 当該年度分 参加メンバー 14名（有識者、経済・労働団体、子育て関係者、行政

54,934 24,181 機関等）

翌年度へ繰越

6,574 女性が能力を十分に発揮して活躍できる社会を目指した奈良県女性の輝
女 性 の 社 会 参 加

1,227 き・活躍促進計画の策定にあたり、奈良県男女共同参画審議会を開催
促 進 事 業

開催日 平成27年７月７日、10月27日、12月22日、平成28年１月26日



女性活躍における男女の働き方の見直しについて考えるため、女性の輝

き・活躍促進シンポジウムを開催
女 性 の 輝 く 社 会

523 開 催 日 平成28年３月１日
づ く り 推 進 事 業

場 所 奈良商工会議所

参加者数 65名

高校生等を対象にＤＶ被害を未然に防止するための出前講座を実施
ＤＶ予防啓発事業 333

実施校数 ８ヵ所

２ 女性の就労支援 25,858千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 女性が働きやすい職場づくりのため、企業や団体等が開催する研修等に
ワー ク・ ライフ ・

170 ワーク･ライフ･バランスに関する講師を派遣
バ ラ ンス 推進事 業

ワーク・ライフ・バランス講師派遣事業所数 ６カ所

子育て女性就職相談窓口の運営

キャリアカウンセラーによる就職相談
子 育 て 女 性

8,196 子育て女性のニーズに合わせた求人情報、仕事と家庭の両立のための
就 職 支 援 事 業

情報を提供

相談件数 1,122件

県内の宿泊業界で経営者・事業所の責任者として業務に従事している女

性を対象とした専門的なセミナーを開催
女 性 経 営 者 等 の

414 開 催 日 平成27年12月１日・平成28年１月18日・３月８日
活 躍 推 進 事 業

場 所 社会福祉総合センター・奈良文化会館

受講者数 16名

県内事業所で働く女性のキャリアアップを支援するために官民合同セミ

ナーを開催
キ ャ リ ア ア ッ プ

2,103 開 催 日 平成27年10月７日・21日
セ ミ ナ ー 事 業

場 所 自治研修所

受講者数 40名（民間事業所 16名、市町村 15名、県 ９名）



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 女性起業家を養成するためのセミナー・相談会を開催

起業セミナー・相談会 ５回 受講者数 18名
女性の起業支援事業 1,844

特別講演会 １回 受講者数 15名

業種別セミナー ２回 受講者数 25名

女性起業家が求めている専門的なセミナー等を実施し、事業拡大や新た

女性起業家事業拡大 な事業展開を支援

支 援 事 業 9,386 セミナーの開催 ５回 受講者数 79名

[ 緊 急 雇 用 ] 専門的相談窓口の設置

女性起業家の好事例の情報発信

女性起業家の販路開拓を支援するために講演会等を開催
女 性 起 業 家 販 路

411 講演会 平成27年11月17日 参加者数 21名
開 拓 支 援 事 業

商談会 平成28年２月18日 参加者数 ９名

語学力を活用した女性の就労等につなげるため、翻訳者養成塾を開催

通学講座 ８回 通信講座 10課題 個別相談会 ３回

受講者数 ８名

翻 訳 者 養 成 事 業 3,334 平成26年度受講者に対してフォローアップを実施し、修了者の就労を支

援

通学講座 ２回 通信講座 ３課題 個別相談会 ３回

受講者数 12名

228 こ ど も 家 庭 526,354 487,586 ３ 女性相談保護対策等の充実 34,698千円

相 談 セ ン タ ー 費 国 52,533
事 業 名 金 額 内 容

(こ ど も 家 庭 課) ㊀ 435,053

千円 中央こども家庭相談センターにおける女性一時保護及び生活指導

女性 相談 対策事 業 34,422 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

ＤＶによる一時保護件数（件） 87 91 141



市町村等の相談窓口強化のための相談員研修を実施

開催日 平成28年３月15日 場所 橿原合同庁舎研修室

Ｄ Ｖ 相 談 支援事 業 276 参加者数 29名

成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

ＤＶ相談件数（件） 1,053 1,406 1,228

232 扶 助 費 6,086,528 6,007,304 【生活保護に関する参考指標】
(各年度平均)

(地 域 福 祉 課) 国 4,283,060
被 保 護 世 帯 及 び 人 員 の 数

㊀ 1,724,244
区 分 25年度 26年度 27年度

世 帯 人 員 世 帯 人 員 世 帯 人 員

郡部 2,482世帯 3,515名 2,508世帯 3,506名 2,554世帯 3,533名

市部（十津川村を含む） 11,919世帯 17,094名 12,112世帯 17,148名 12,383世帯 17,376名

合計 14,401世帯 20,609名 14,620世帯 20,654名 14,937世帯 20,909名

「福祉行政報告例」

福祉の充実［「平成27年度 重点課題に関する評価」掲載課題]

低所得者及び住所不明者の援護

事 業 名 金 額 内 容

千円 生活困窮者の最低生活を保障するための必要な保護の実施

住所不明の被保護者に係る市村支弁経費の1／4を補助等

生 活 保 護 費 の 支 給 5,983,514 成 果 指 標 25年度 26年度 27年度

生活保護費（千円） 5,426,055 5,589,258 5,824,259

生活保護法73条県負担金（千円） 155,141 145,264 137,245


